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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第20期

中間連結会計期間
第21期

中間連結会計期間
第20期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上収益 (百万円) 97,221 101,467 209,659

税引前中間利益又は
税引前利益

(百万円) 5,292 4,282 15,270

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 2,964 4,358 10,974

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 5,159 5,453 17,258

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 68,192 83,676 79,391

資産合計 (百万円) 191,733 216,559 205,407

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 105.41 155.28 390.06

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) 104.42 153.50 386.55

親会社の所有者に帰属する
持分比率

(％) 35.6 38.6 38.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,536 136 28,599

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,169 △12,106 △23,851

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,619 9,269 △4,846

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 19,691 19,410 22,341
 

 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．当社の連結財務諸表は、国際財務報告基準(以下、「IFRS」)に基づいて作成しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

① 事業全体の状況

当社グループが属する自動車業界の概況は、日本、北米では旺盛な需要が継続しておりますが、中国、アジア

では日系自動車メーカーと中国系EV（電気自動車）メーカーとの競争激化が続き、日系ブランドは販売苦戦を強

いられ、地域ごとに激しい濃淡が続いております。

そのような中、当中間連結会計期間の経営成績は、主力得意先向けの自動車フレームの生産台数がおよそ10％

減少しましたが、新機種に係る設備売上の増加に加え、為替が円安水準で推移したことなどにより売上収益は

1,014億67百万円(前年同期比4.4％増)となりました。一方、利益面では、中期経営計画「Change 2027」(2024年4

月～2027年3月)に沿って推し進めている製造拠点および製造ラインの集約や要員適正化などの事業構造改革によ

る効果が増加に寄与しているものの、中国での事業環境が急激かつ大幅に悪化したことを主因に売上総利益は142

億34百万円(同0.3％減)、営業利益は49億10百万円(同5.4％減)、税引前中間利益は42億82百万円(同19.1％減)と

なりました。親会社の所有者に帰属する中間利益は日米APA合意による税金費用の調整等があり43億58百万円(同

47.0％増)となりました。

 
② セグメント情報に記載された区分ごとの状況

 
(日本)

主力得意先向けの自動車フレームの生産量が前年同期に比べて増加しましたが、設備売上などが減少したこ

とから売上収益が275億56百万円(前年同期比6.7％減)となりました。一方、利益面では、要員適正化などの構

造改革による製造コストの圧縮に努めたことにより前年同期を上回る営業利益28億79百万円(同43.0％増)とな

りました。

(北米)

主力得意先向けの自動車フレームの生産量の増加に加え、為替相場が円安で推移したことや新機種に係る設

備売上が増加したことなどから売上収益は625億96百万円(前年同期比20.8％増)となりました。利益面では、前

年同期において、一時的に計上のあった新機種に係る試作売上が減少したことなどにより営業利益32億80百万

円(同6.3％減)となりました。

(中国)

前年同期に比べて為替相場が円安で推移しましたが、主力得意先向けの自動車フレームの生産量が大きく減

少したことから売上収益は90億90百万円(前年同期比38.4％減)となりました。利益面では、営業損失９億17百

万円(前年同期は営業利益４億９百万円)となりました。

なお、第１四半期連結会計期間では、構造改革に係る一過性の費用増を主因に営業損失を計上しましたが、

第２四半期連結会計期間においては、その効果もあり営業利益を確保しております。

(アジア)

主力得意先向けの自動車フレームの生産量が前年同期に比べて減少したことにより売上収益は85億25百万円

(前年同期比1.4％減)となりました。利益面では、構造改革に係る一過性の費用増がありましたが、製造ライン

集約などによる製造コストの圧縮が利益を押し上げたことで営業利益16百万円(前年同期は営業損失１億７百万

円)となりました。

 
(2) 財政状態の状況

当中間連結会計期間末における連結財政状態は、資産合計が2,165億59百万円(前連結会計年度末比111億52百

万円増)となりました。これは主に現金及び現金同等物などが減少した一方、棚卸資産、有形固定資産、退職給
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付に係る資産、その他の金融資産などが増加したことによるものであります。

負債合計は、1,278億81百万円(同53億93百万円増)となりました。これは主に営業債務などが減少した一方、

借入金などが増加したことによるものであります。

資本合計は、886億78百万円(同57億58百万円増)となりました。これは主に利益剰余金の増加とその他の資本

の構成要素の良化などによるものであります。親会社の所有者に帰属する持分比率は38.6％(同0.1ポイントの

マイナス)となりました。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、194億10百万円(前連結会計年度末比29億31百万円減)と

なりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは税引前中間利益42億82百万円をベースに、減価償却費及び償却費48億57

百万円などがあった一方、棚卸資産の増加45億72百万円、営業債務の減少59億68百万円などがありました。これ

らの結果、当中間連結会計期間は１億36百万円の収入となり、前年同期に比べ収入が24億円減少しました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出125億32百万円などがありました。これら

の結果、当中間連結会計期間は121億６百万円の支出となり、前年同期に比べ支出が39億37百万円増加しました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済による支出87億88百万円などがあった一方、短期借入

金の増加102億18百万円、長期借入れによる収入94億73百万円などがありました。これらの結果、当中間連結会計

期間は92億69百万円の稼得となり、前年同期に比べ収入が36億50百万円増加しました。

 

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の優先的に対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 
(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は11億17百万円であります。

なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(7) 生産、受注及び販売実績

当中間連結会計期間において、日本、中国及びアジアの生産、受注及び販売実績が著しく変動しております。

その内容などについては「(1) 経営成績の状況」をご覧ください。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,000,000

計 63,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,392,830 28,392,830
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数は100株であり
ます。

計 28,392,830 28,392,830 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年９月30日 ― 28,392,830 ― 4,366 ― 13,363
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(5) 【大株主の状況】

  (2026年９月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目２-３ 6,055 21.33

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区赤坂１丁目８-１ 2,402 8.46

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲＯＫ
ＥＲＳ　ＬＬＣ
(常任代理人　インタラクティブ・ブ
ローカーズ証券株式会社)

ＯＮＥ　ＰＩＣＫＷＩＣＫ　ＰＬＡＺＡ　ＧＲ
ＥＥＮＷＩＣＨ，　ＣＯＮＮＥＣＴＩＣＵＴ　
０６８３０　ＵＳＡ
 (東京都千代田区霞が関３丁目２-５)

1,467 5.17

エイチワン従業員持株会
埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目１９５－
１大宮ソラミチＫＯＺ11階

841 2.96

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４－１ 780 2.75

ＪＦＥ商事株式会社 東京都千代田区大手町１丁目９－５ 727 2.56

平　田　宇　理 東京都足立区 479 1.69

株式会社日本カストディ銀行(信託
口)

東京都中央区晴海１丁目８－12 424 1.50

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮ
Ｋ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰ
ＡＮＹ　５０５２２３
 (常任代理人　株式会社みずほ銀行
決済営業部)

Ｐ．Ｏ．　ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ　Ｍ
ＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１　Ｕ．
Ｓ．Ａ．
 (東京都港区港南２丁目15-１)

401 1.42

株式会社日本カストディ銀行（信託
Ｅ口）

東京都中央区晴海１丁目８-12 376 1.33

計 ― 13,956 49.15
 

 

(注) １．持株比率は自己株式数(2,076株)を控除して計算しております。

    ２．当社は株式給付信託(BBT)制度を導入しておりますが、上記自己株式数には、株式給付信託(BBT)制度に関す

る株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式376千株は含めておりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   (2026年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

 普通株式
2,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,350,500 283,505 ―

単元未満株式 普通株式 40,330 ― ―

発行済株式総数 28,392,830 ― ―

総株主の議決権 ― 283,505 ―
 

 

(注) １.「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。

２.「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託

Ｅ口)が所有する当社株式376,500株(議決権3,765個)が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  (2026年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社エイチワン
埼玉県さいたま市大宮区桜木町
１丁目１９５－１大宮ソラミチ
ＫＯＺ11階

2,000 ― 2,000 0.01

計 ― 2,000 ― 2,000 0.01
 

 

(注) 株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式376,500株は、上記

自己株式に含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準(以下、「IAS」という。)第34号「期中

財務報告」に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  22,341 19,410

営業債権及びその他の債権 9 31,431 31,748

棚卸資産  31,226 35,343

その他の金融資産 9 354 473

その他の流動資産  3,488 3,456

流動資産合計  88,842 90,432

    

非流動資産    

有形固定資産  88,656 93,334

無形資産  527 478

持分法で会計処理されている投資  10,301 10,234

退職給付に係る資産  8,320 9,513

その他の金融資産 9 6,823 10,018

繰延税金資産  1,355 1,970

その他の非流動資産  578 578

非流動資産合計  116,565 126,127

資産合計  205,407 216,559
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債及び資本    

流動負債    
営業債務 9 26,279 19,882

借入金 9 23,632 40,383

未払法人所得税等  1,735 360

その他の金融負債 9 6,312 10,634

その他の流動負債  10,168 8,691

流動負債合計  68,127 79,952

    

非流動負債    

借入金 9 43,749 37,439

退職給付に係る負債  4,320 4,099

その他の金融負債 9 1,259 1,385

繰延税金負債  2,749 2,667

その他の非流動負債  2,280 2,335

非流動負債合計  54,359 47,928

負債合計  122,487 127,881

    

資本    

資本金  4,366 4,366

資本剰余金  12,920 12,917

利益剰余金 7 37,021 40,480

自己株式  △173 △439

その他の資本の構成要素  25,256 26,351

親会社の所有者に帰属する
持分合計

 79,391 83,676

非支配持分  3,528 5,001

資本合計  82,919 88,678

負債及び資本合計  205,407 216,559
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(2) 【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

売上収益 6 97,221 101,467

売上原価  △82,949 △87,233

売上総利益  14,271 14,234

    

販売費及び一般管理費  △8,210 △8,860

その他の収益  551 485

その他の費用  △1,422 △948

営業利益  5,190 4,910

    

金融収益  384 267

金融費用  △797 △1,220

持分法による投資利益  514 325

税引前中間利益  5,292 4,282

法人所得税費用  △1,304 1,446

中間利益  3,987 5,729

    

中間利益の帰属    

親会社の所有者  2,964 4,358

非支配持分  1,023 1,371

中間利益  3,987 5,729

    

１株当たり中間利益 8   

基本的１株当たり中間利益(円)  105.41 155.28

希薄化後１株当たり中間利益(円)  104.42 153.50
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(3) 【要約中間連結包括利益計算書】

 

(単位：百万円)

　 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

中間利益  3,987 5,729

    

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

確定給付制度の再測定  904 999

資本性金融商品の公正価値測定  594 1,356

項目合計  1,498 2,355

純損益にその後に振替えられる可能性の
ある項目

   

在外営業活動体の換算差額  1,059 △1,119

持分法によるその他の包括利益  △11 △54

項目合計  1,047 △1,173

税引後その他の包括利益  2,546 1,181

中間包括利益合計  6,534 6,911

    

中間包括利益合計額の帰属    

親会社の所有者  5,159 5,453

非支配持分  1,374 1,458

中間包括利益合計  6,534 6,911
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(4) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日 至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

      その他の資本の構成要素

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

確定給付制
度の再測定

資本性金融
商品の公正
価値測定

在外営業活
動体の換算
差額

合計

期首残高  4,366 12,914 27,840 △239 3,413 1,538 14,164 19,117

中間利益  － － 2,964 － － － － －

その他の包括利益  － － － － 676 594 924 2,195

中間包括利益合計  － － 2,964 － 676 594 924 2,195

配当金 7 － － △1,038 － － － － －

自己株式の取得  － － － △0 － － － －

自己株式の処分  － 5 － 65 － － － －

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

 － － 0 － － △0 － △0

所有者との取引額合計  － 5 △1,037 65 － △0 － △0

中間期末残高  4,366 12,920 29,767 △173 4,089 2,132 15,089 21,312
 

 
 

     

 注記
親会社の所有
者に帰属する
持分合計

非支配
持分

資本
合計

期首残高  64,000 1,541 65,541

中間利益  2,964 1,023 3,987

その他の包括利益  2,195 351 2,546

中間包括利益合計  5,159 1,374 6,534

配当金 7 △1,038 △35 △1,073

自己株式の取得  △0 － △0

自己株式の処分  70 － 70

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

 － － －

所有者との取引額合計  △967 △35 △1,002

中間期末残高  68,192 2,880 71,072
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日 至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

      その他の資本の構成要素

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

確定給付制
度の再測定

資本性金融
商品の公正
価値測定

在外営業活
動体の換算
差額

合計

期首残高  4,366 12,920 37,021 △173 4,651 1,282 19,322 25,256

中間利益  － － 4,358 － － － － －

その他の包括利益  － － － － 706 1,356 △967 1,095

中間包括利益合計  － － 4,358 － 706 1,356 △967 1,095

配当金 7 － － △900 － － － － －

自己株式の取得  － － － △286 － － － －

自己株式の処分  － △2 － 21 － － － －

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

 － － 1 － － － － －

その他の非支配持分の増減  － － △0 － － － － －

所有者との取引額合計  － △2 △899 △265 － － － －

中間期末残高  4,366 12,917 40,480 △439 5,358 2,638 18,354 26,351
 

 
 

     

 注記
親会社の所有
者に帰属する
持分合計

非支配
持分

資本
合計

期首残高  79,391 3,528 82,919

中間利益  4,358 1,371 5,729

その他の包括利益  1,095 86 1,181

中間包括利益合計  5,453 1,458 6,911

配当金 7 △900 △41 △941

自己株式の取得  △286 － △286

自己株式の処分  18 － 18

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

 1 － 1

その他の非支配持分の増減  △0 56 56

所有者との取引額合計  △1,167 15 △1,152

中間期末残高  83,676 5,001 88,678
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(5) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  5,292 4,282

減価償却費及び償却費  4,723 4,857

金融収益  △250 △267

金融費用  797 1,010

持分法による投資損益(△は益)  △514 △325

有形固定資産売却損益(△は益)  △89 749

有形固定資産廃棄損  6 12

営業債権及びその他の債権の増減(△は増加)  3,661 △392

棚卸資産の増減(△は増加)  △8,489 △4,572

営業債務の増減(△は減少)  △1,857 △5,968

退職給付に係る負債の増減(△は減少)  △437 △655

その他  310 3,103

小計  3,151 1,834

利息の受取額  103 120

配当金の受取額  576 605

利息の支払額  △833 △1,017

法人所得税の支払額  △460 △1,406

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,536 136

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △8,436 △12,532

有形固定資産の売却による収入  305 360

無形資産の取得による支出  △29 －

その他の金融資産の取得による支出  △66 －

その他  56 65

投資活動によるキャッシュ・フロー  △8,169 △12,106

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  2,257 10,218

長期借入れによる収入  13,748 9,473

長期借入金の返済による支出  △8,982 △8,788

リース負債の返済による支出  △331 △404

自己株式の取得による支出  △0 △286

配当金の支払額 7 △1,038 △900

非支配持分への配当金の支払額  △35 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー  5,619 9,269

現金及び現金同等物に係る換算差額  394 △230

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  381 △2,931

現金及び現金同等物の期首残高  19,310 22,341

現金及び現金同等物の中間期末残高  19,691 19,410
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社エイチワン(当社)は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所に株式を上場しております。登記上

の本社の住所は埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目195番地１大宮ソラミチKOZ11階であります。当中間連結会計期

間(2026年４月１日から2026年９月30日まで)の要約中間連結財務諸表は、当社及び子会社(以下、当社グループ)並び

にその関連会社及び共同支配企業に対する持分から構成されております。当社グループの最上位の親会社は当社であ

ります。当社グループは自動車部品関連の製品の製造、販売を主な事業としております。

 
２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。当社は、連

結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしているため、同第312条の

規定を適用しております。

要約中間連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 
(2) 測定の基礎

要約中間連結財務諸表は、下記「３.重要性がある会計方針」に記載する会計方針に基づいて作成されておりま

す。資産及び負債の残高は、別途記載がない限り取得原価に基づき計上しております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

要約中間連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円(百万円単位、単位未満切捨て)で表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算

出しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを行う判断

要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響

を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定しております。ただし、実際の業績は、これらの見積りとは異なる結果となる

可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを

変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識しております。

要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び仮定は、前連結会計年度から重要な変更はありません。

 
５．事業セグメント

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に自動車部品を製造・販売しており、「日本」、「北米」(アメリカ、カナダ、メキシコ)、

「中国」、「アジア」(タイ、インドネシア)の各現地法人が地域ごとに連携しながら包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しております。

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「北

米」、「中国」及び「アジア」の４つを報告セグメントとしております。
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(2) 報告セグメントの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報

①　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
調整額 連結

 日本 北米 中国 アジア 合計

売上収益        

外部顧客に対する売上収益 22,350 51,765 14,578 8,527 97,221 － 97,221

セグメント間の内部売上収益 7,196 59 181 120 7,558 △7,558 －

計 29,547 51,824 14,759 8,648 104,779 △7,558 97,221

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益)

2,013 3,501 409 △107 5,817 △626 5,190
 

 

(注) １．セグメント間の内部売上収益は、総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定した取引価格に基づいております。

２．売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益消去額であります。また、セグメント利益又は損失(△)

の調整額は、セグメント間の内部利益消去額であります。

 
②　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
調整額 連結

 日本 北米 中国 アジア 合計

売上収益        

外部顧客に対する売上収益 21,577 62,578 8,825 8,486 101,467 － 101,467

セグメント間の内部売上収益 5,979 17 265 38 6,301 △6,301 －

計 27,556 62,596 9,090 8,525 107,768 △6,301 101,467

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益)

2,879 3,280 △917 16 5,257 △347 4,910
 

 

(注) １．セグメント間の内部売上収益は、総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定した取引価格に基づいております。

２．売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益消去額であります。また、セグメント利益又は損失(△)

の調整額は、セグメント間の内部利益消去額であります。

 
６．売上収益

　顧客との契約から認識した売上収益の分解は、以下のとおりであります。

　なお、当社グループは、主に自動車部品の製造販売を行っており、このような製品販売については、製品の引渡時

点又は船積み時点において当該製品に対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が充足されると判断しており、当

該製品の引渡時点又は船積み時点をもって顧客との契約において約束された対価に、値引及び割戻を考慮した金額で

収益を認識しております。対価については、履行義務の充足時点から概ね３か月以内に支払いを受けております。

　自動車部品に関連するサービスの提供によるロイヤリティについては、算定基礎となる売上が発生した時点で収益

を認識しております。対価については、履行義務の充足時点から概ね３か月以内に支払いを受けております。
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前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
連結

 日本 北米 中国 アジア

売上収益      

商品及び製品 22,012 51,765 14,578 8,527 96,883

サービスの提供等 46 － － － 46

ロイヤリティ 291 － － － 291

計 22,350 51,765 14,578 8,527 97,221
 

 

(注)　商品及び製品には、IFRS第16号に基づくリースから生じる売上収益2,913百万円が含ま

　　　れております。

 

当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
連結

 日本 北米 中国 アジア

売上収益      

商品及び製品 21,163 62,578 8,783 8,486 101,011

サービスの提供等 71 － 41 － 113

ロイヤリティ 342 － － － 342

計 21,577 62,578 8,825 8,486 101,467
 

 

(注)　商品及び製品には、IFRS第16号に基づくリースから生じる売上収益1,804百万円が含ま

　　　れております。

 
７．配当金

　配当金の支払額は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

a.　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,050 37.00 2025年３月31日 2025年６月26日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金12百万円を含んでおります。

　

b.　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年11月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 908 32.00 2025年９月30日 2025年12月５日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金７百万円を含んでおります。
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

a.　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 908 32.00 2026年３月31日 2026年６月25日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金７百万円を含んでおります。

　

b.　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 993 35.00 2026年９月30日 2026年12月15日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金13百万円を含んでおります。

　

８．１株当たり中間利益

普通株主に帰属する基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎は以下のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

親会社の所有者に帰属する
中間利益　(百万円)

2,964 4,358

期中平均普通株式数(千株) 28,123 28,066

希薄化性潜在的普通株式数(千株)：株式給付信託(BBT) 267 324

希薄化後の期中平均普通株式数(千株) 28,390 28,390

   

１株当たり中間利益　(円)   

基本的１株当たり中間利益 105.41 155.28

希薄化後１株当たり中間利益 104.42 153.50
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９．金融商品

(1) 金融商品の公正価値に関する事項

　①　金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

　　　　　　 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

 
帳簿
価額

 
公正
価値

 
帳簿
価額

 
公正
価値

償却原価で測定する金融資産         

　営業債権及びその他の債権  31,431  31,431  31,748  31,748

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金
融資産

        

　資本性金融商品  5,547  5,547  7,501  7,501

　金融資産合計  36,978  36,978  39,249  39,249

償却原価で測定する金融負債         

　営業債務  26,279  26,279  19,882  19,882

　借入金  67,381  66,696  77,823  76,359

　未払金  5,362  5,362  3,682  3,682

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債         

　デリバティブ金融負債  274  274  205  205

　金融負債合計  99,298  98,613  101,593  100,128
 

 

(注) 償却原価で測定する金融資産及び償却原価で測定する金融負債の公正価値のヒエラルキーは、レベル２でありま

す。

　

　② 公正価値の算定方法

　　公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

　金融資産

　・営業債権及びその他の債権

これらはすべて短期で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額によっておりま

す。

　・資本性金融商品

　上場株式の公正価値については市場価格に基づいて算定しております。

　金融負債

　・営業債務、未払金

　これらはすべて短期で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額に

よっております。

　・借入金

　元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定してお

ります。

　・デリバティブ金融負債

　取引先金融機関から提示された価額等に基づいて算定しております。

 

　③ 公正価値のヒエラルキー別の分類

　公正価値で算定する金融商品は、その測定のために使われるインプット情報における外部からの観察可能性に応

じて、次の３つのレベルに区分しております。

　なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、その振替が発生した報告期間の末日に認識しております。

　・レベル１：同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)市場価格により測定した公正価値

　・レベル２：レベル1以外の直接または間接的に観察可能な指標を用いて測定した公正価値

　・レベル３：重要な観察可能でない指標を用いて測定した公正価値
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(2) 要約中間連結財政状態計算書上、 公正価値で測定している金融資産、金融負債のレベル別の内訳

前連結会計年度(2026年３月31日)

(単位：百万円)

項目 合計

連結会計年度末日現在の公正価値測定

(レベル１)
活発な市場に
おける同一資産の
相場価格

(レベル２)
重要な他の観察
可能なインプット

(レベル３)
重要な観察可能
でないインプット

金融資産        

その他の包括利益を通じて公正
価値で測定する金融資産

       

　　資本性金融商品 5,547  5,547  －  0

金融資産合計 5,547  5,547  －  0

金融負債        

純損益を通じて公正価値で測定
する金融負債

       

　　デリバティブ金融負債 274  －  274  －

金融負債合計 274  －  274  －
 

(注) 各レベル間の振替はありません。

 
当中間連結会計期間(2026年９月30日)

(単位：百万円)

項目 合計

当中間連結会計期間末日現在の公正価値測定

(レベル１)
活発な市場に
おける同一資産の
相場価格

(レベル２)
重要な他の観察
可能なインプット

(レベル３)
重要な観察可能
でないインプット

金融資産        

その他の包括利益を通じて公正
価値で測定する金融資産

       

　　資本性金融商品 7,501  7,500  －  0

金融資産合計 7,501  7,500  －  0

金融負債        

純損益を通じて公正価値で測定
する金融負債

       

　　デリバティブ金融負債 205  －  205  －

金融負債合計 205  －  205  －
 

(注) 各レベル間の振替はありません。

　

10．後発事象

該当事項はありません。

 
11．要約中間連結財務諸表の承認

要約中間連結財務諸表は、2026年11月13日に当社代表取締役社長執行役員　真弓　世紀によって承認されておりま

す。

　

EDINET提出書類

株式会社エイチワン(E02222)

半期報告書

21/25



 

２ 【その他】

 

第21期(2026年４月１日から2027年３月31日まで)の中間配当については、2026年11月12日開催の取締役会におい

て、2026年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

 

① 配当金の総額 993百万円

② １株当たりの金額 35円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年12月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

株式会社　エイチワン

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京事務所

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 向　　出　　勇　　治  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 遠　　藤　　正　　人  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイチ

ワンの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日

まで)に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連結

包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社エイチワン

及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。)に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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